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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 
 

Ⅰ 総 額 

 【一般会計】 

区分 平成３１年度 平成３０年度 伸び率 

予算総額 ３０４，３２１，２２０千円 ２９６，５０８，１５６千円 ２．６％ 

一般会計構成比         １６．１％         １５．９％ － 

 

 【公債費特別会計】 

予算総額 ６３４，７８８，８２３千円 ５７０，７７２，６３９千円 １１．２％ 

 

 【市町村振興事業特別会計】 

予算総額 １３，６５８，５６４千円 １３，６５０，０４９千円 ０．１％ 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 １ 危機や災害に備える 

  Ｐ １       地籍調査事業の促進【土地水政策課】         ２０２，１１５ 

 

 ２ 埼玉の活力を高める社会基盤をつくる 

  Ｐ ２        公共交通機関のバリアフリー化の促進【交通政策課】  １６２，６００ 

  Ｐ ３       駅ホームの転落防止対策の促進【交通政策課】     ３８２，９９６ 

  Ｐ ４ 一部新規  地域公共交通の活性化の促進 【交通政策課】      １６５，１７８ 

                                

 ３ 県民が誇れる埼玉の魅力を高める 

  Ｐ ５ 一部新規  「住むなら埼玉」移住総合支援の推進【地域政策課】    ９３，１８８ 

  Ｐ ６ 一部新規  新技術による業務自動化の推進【改革推進課】      ２９，７７３ 

  Ｐ ７ 新 規  県民向け問合せＡＩの構築【情報システム課】       ８４，１１８ 

  Ｐ ８ 新 規  災害対策アプリの提供【情報システム課】         ６０，１３２ 

  Ｐ ９ 新 規  市町村情報システムの共同クラウド化の推進【情報システム課】８３，０００ 

  Ｐ１０     県有施設への公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備の推進【情報システム課】 ２８，９８３ 

 

 ４ 支え合いで魅力ある地域社会をつくる 

   Ｐ１１ 一部新規  市町村に対する総合的な支援の推進【地域政策課・市町村課】 

                                   ８，２２４，７１３ 
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地籍調査事業の促進  

 

                 担当 土地水政策課 総務・国土調査担当  

                   内線 ２１８６ 

 

１ 目 的 

  土地登記簿及び公図は、その多くが明治時代に作成された字限図
あざぎりず

等を基に作成されて

おり、実際の土地の境界や面積と一致していない場合が多い。 

  境界トラブルの未然防止、被災後の迅速な復旧・復興、公共事業の円滑化等を図るた

め、市町村が実施する地籍調査を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）地籍調査事業（予算額２０１，１０３千円） 

    地籍調査（土地の所有者、地番、地目及び境界の調査・確認、面積の測量等）を実 

    施する市町村に対して補助する。 

   ・ 対   象  １６市町村 

   ・ 負 担 割 合  国１／２、県１／４、市町村１／４ 

（２）地籍調査準備支援事業（予算額１，０１２千円）  

    地籍調査を促進するため、未実施市町の準備（予算・事業量の把握、測量方法の選 

    定等）に要する費用を県が支援する。 

   ・ 対 象  地籍調査未実施市町 

   ・ 補 助 率  １／２以内 

   

３ 予算額 ２０２，１１５千円 

 

＜地籍調査事業のイメージ＞ 

 
 

 

 

 

 

 

    

      明治時代の字限図 

 

 

 

字限図とは： 

明治時代に当時の測量技術に基づいて作成 

された地図で、正確でない場合が多い。 

地籍図とは： 

地籍調査により正確な測量技術をもって一筆

毎の境界を定めて作成された地図。 

地 籍 図 
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公共交通機関のバリアフリー化の促進 

 

                担当 交通政策課 鉄道担当 

                         交通企画・バス担当 

                内線 2236(鉄道担当) 2237(交通企画・バス担当) 

 

１ 目 的 

 年齢や障害の有無にかかわらず誰もが快適に安心して公共交通機関を利用できるよう駅

やバス・タクシーのバリアフリー化を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）みんなに親しまれる駅づくり事業（予算額 ６０，９００千円）※ふるさと創造資金 

  エレベーター、障害者対応型トイレの設置などの駅のバリアフリー化を進める市町村 

 に対して、設置費用の一部を補助する。 

  （補助率：市町村負担額の１／２） 

（２）ノンステップバス導入促進事業（予算額 １８，７００千円）※ふるさと創造資金 

  ノンステップバスの導入費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

  （補助率：市町村負担額の１／２） 

（３）タクシーバリアフリー化促進事業（予算額 ８３，０００千円） 

   ユニバーサルデザインタクシーを導入するタクシー事業者に対して、車両購入費の 

    一部を補助する。 

   （補助額：６００千円／台） 

 

３ 予算額 １６２，６００千円 

 

   ＜ノンステップバス＞        ＜ユニバーサルデザインタクシー＞ 

床面を超低床構造にした乗降しやすいバス   車椅子の方など誰にも利用しやすいタクシー 
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駅ホームの転落防止対策の促進 
 

担当 交通政策課 鉄道担当 

内線 ２２３６       

１ 目 的 

  駅ホームからの転落事故の防止を図るため、ホームドアの整備を促進する。 

  また、ホームドアが未整備の駅について、内方線付き点状ブロックの整備を促進する

とともに、駅での声かけ・サポートの活動を支援し、駅ホームの安全対策を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）ホームドア設置促進事業（予算額 ３７７，１８７千円） 

    ホームドアの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

   （補助率：１／６（市町村負担額の１／２）） 

    対象駅：ＪＲ京浜東北線 川口駅、西川口駅、蕨駅 

       東武伊勢崎線 新越谷駅、北越谷駅 

       東武東上線 朝霞駅、志木駅 

       西武新宿線・池袋線 所沢駅 

（２）点状ブロック整備促進事業（予算額 ５，８０９千円） 

   ア 内方線付き点状ブロックの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

    （補助率：１／６（市町村負担額の１／２）） 

      対象駅：秩父鉄道 熊谷駅 ほか４駅 

   イ 鉄道事業者及び地元市町村と連携し、駅ホーム声かけサポート講習会を開催す  

    るとともに、駅での声かけやサポート方法を示したハンドブックを作成し、鉄道  

    利用者等による駅ホームの安全対策を促進する。 

 

３ 予算額 ３８２，９９６千円 

＜転落防止対策のイメージ＞ 

 

ホームドア 

 

内方線付き点状ブロック 

内方線 

内方線とは： 

 視覚障害者の方がホームで 

位置が分からなくなった時に、 

ホームの内側が確認できるもの 



  一部新規 
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地域公共交通の活性化の促進 
 

担当 交通政策課 交通企画・バス担当 

内線 ２２３７       

１ 目 的 

 急速な高齢化の進展に伴い、高齢者をはじめとした地域住民の移動手段として地域公

共交通の確保・充実を図ることが重要である。 

 このため、地域住民の生活の足として重要なバス路線の維持・確保を図るとともに、

路線バスの増収につながる取組を支援する。 

 また、地域公共交通の再編や利用促進を支援し、地域公共交通の活性化を促進する。 
 

２ 事業内容 

（１）バス路線維持対策事業（予算額 ８９，１４７千円） 

   地域住民の生活の足として重要なバス路線の維持・確保を図るため、市町村 

  等に対して、運行費用を補助する。（補助率：運行費用の赤字分の１／２） 

（２）元気なバス需要創出モデル事業（予算額 ２５，６９２千円） 

   高齢者等の公共交通への潜在需要を喚起するため、バス事業者に対して、増収 

  につながる取組（例：路線バスの延伸・増便等）に係る費用を補助する。 

   （補助率：取組に係る費用の１／２） 

（３）新規 地域公共交通活性化促進事業（予算額 ５０，３３９千円） 

   地域公共交通の確保・充実を図るため、市町村等に対して、バス路線等の再編 

  や利用促進に係る費用を補助する。 

   （補助率：再編や利用促進に係る費用（初期費用）の１／２） 

  ア 地域公共交通再編促進費 

   ・コミュニティバス・デマンド交通の導入やバス路線の再編等 

     ※ 地域公共交通網形成計画の策定を条件とする。 

  イ 地域公共交通利用促進費 

   ・コミュニティバスの乗り入れなど複数市町村の連携した取組等 

   ・情報案内表示や多言語化など観光客の利用しやすい環境整備 
  

３ 予算額 １６５，１７８千円 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  地域公共交通の 

  再編のイメージ 自家用有償旅客 

運送の導入 

デマンド交通の導入 

コミュニティバス 

による交通空白解消 

複数路線を再編し

乗換え拠点を設定 

乗継ぎ利便性向上に 

資するダイヤ調整 

拠点エリアにおける 

循環型の公共交通 

ネットワークの形成 
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「住むなら埼玉」移住総合支援の推進  
 

                     担当 地域政策課 地域振興担当  

                     内線 ２７９８  
 

１ 目 的 

   圏央道以北の地域では人口減少が進んでいる市町村が多いことから、近年の移住に対

 する関心の高まりを好機ととらえ、若者や子育て世代をターゲットに、自然豊かで都市

 にも近い埼玉への移住を促進する。 
  

２ 事業内容 

（１）一部新規 住むなら埼玉移住総合支援事業（予算額 ３５，８４３千円） 

   ア 移住相談にワンストップで対応する「住むなら埼玉移住サポートセンター」を 

    拡充するほか、都内のイベントで出張相談等を実施する。 

   イ  子育て世代等に向けた移住促進プロモーションを展開する。 

   ウ  市町村の移住相談員や地域おこし協力隊員のネットワークを構築する。 

（２）一部新規 移住トライアル事業 ※ふるさと創造資金 

      市町村が主体となって取り組む移住促進事業を支援する。国の制度の対象外地域を 

  カバーする「埼玉版地域おこし協力隊」メニューを新設する。 

（３）新規 移住就業支援金等補助事業（予算額 ５７，３４５千円） 

     対象９市町村と連携し、東京圏から移住し中小企業に就職した者等に支援金を最大 

    １００万円支給する。(負担割合:国１/２、県１/４、市町村１/４) 
 

３ 予算額 ９３，１８８千円 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）移住就業支援金等補助事業 

・東京圏から県内９市町村に移住し中小企業に就職した者等に支援金を最大１００万円支給 

移 住 

  

 

 
   

 ・「住むなら埼玉移住サポートセンター」（有楽町）の 

 拡充など  

（１）住むなら埼玉移住総合支援事業 

 

秩父市 飯能市 

神川町 
本庄市

市 

皆野町 

ときがわ町 横瀬町 

小鹿野町 

東秩父村 

 

 
  

 

 
 （別掲）《ふるさと創造資金による市町村支援》 

   ・移住お試し住宅の整備など 

  

 

  

 

 

 

 
                         移住お試し住宅  

                      （東秩父村）    

（２）移住トライアル事業 

 
 

 



一部新規 
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新技術による業務自動化の推進  

 

                            担当 改革推進課 行政改革・官民連携等担当  

                            内線 ２４４２  

 

１ 目 的 

  新たな技術を県庁に導入し、定型的な業務にかかる負担を軽減することで、 

 事務の効率化や職員が政策立案に集中する時間の確保を図る。 

 

２ 事業内容 

  職員が処理してきた定型的な業務について、事務処理を自動化するＲＰＡの

活用対象を拡大する。 

  また、ＡＩを搭載したＯＣＲ（※）を新たに導入し紙資料を電子化すること

で、ＲＰＡの適用可能範囲を拡大し、定型業務の自動化を更に推進する。 
 

  ※ ＯＣＲ・・・手書きや印刷された文字をテキストデータに変換する技術 

 

３ 予算額 ２９，７７３千円 

 

＜ＯＣＲ・ＲＰＡの導入イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書に記載されて

いる情報を 1 件ずつ

システムに手入力 申請書等の 

紙資料 

入力内容にミスがあ

った場合は、再入力

の手戻りが発生 

正確なデータ入力

が完了 

申請書等の 

紙資料 

紙資料の情報をOCR

処理することによりテ

キストデータに変換 

OCR 
結果 

RPA 

入力作業はRPAによ

り自動化、ミスによる

手戻りも発生しない 

大きな負担なく正確

なデータ入力が完了 

導入前 

導入後 
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県民向け問合せＡＩの構築  

 

                  担当 情報システム課 企画・支援担当 

                  内線 ２２８０  

 

１ 目 的 

  ＡＩを活用した県民からの問合せに２４時間３６５日対応する窓口を構築

し、県民サービスの向上を図る。 

 

２ 事業内容 

県民がパソコンやスマートフォン、タブレットから質問を入力すると、ＡＩ

が対話形式で応答し適切な回答を返すシステムを構築する。 

これにより、利用者がスマートフォン等から、時間を気にすることなく問合

せを行うことが可能となる。 

平成３０年１０月に稼働したヘルプデスクＡＩ（※）のノウハウを活かし、

問合せ件数の多い業務などから段階的に導入を進め、県民が利用しやすいシス

テムの構築を目指す。 
 

    ※ 県庁ＬＡＮシステム等に関する職員からの問合せに自動応答するシステム 
 

３ 予算額  ８４，１１８千円  

 

＜県民向け問合せＡＩのイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                  新 規  
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災害対策アプリの提供  

 

                        担当 情報システム課 システム開発・集中化担当  

                        内線 ２２８７  

 

１ 目 的 

  県内での大規模災害発災時に県民の安心・安全を守るため、県民への迅速な

情報伝達やスムーズな避難誘導等を実現する災害対策アプリを提供する。 

 

２ 事業内容 

  危機管理防災部で発行している冊子「イツモ防災」をスマートフォンアプリ 

 として県民に提供する。災害発生時に確実に県民へ情報を伝えるプッシュ通知 

 や避難場所の家族間での情報共有など、アプリならではの機能を活用し効果的 

 な情報提供を行っていく。 

当該アプリは、埼玉県公式スマートフォンアプリ「ポケットブックまいたま」

の機能として提供する。 

 

３ 予算額 ６０，１３２千円 

 

＜災害対策アプリ活用のイメージ＞ 

 

  

 

 



                                  新 規  
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市町村情報システムの共同クラウド化の推進  

 

             担当 情報システム課 システム開発・集中化担当  

             内線 ２２８７  

 

１ 目 的 

  県内市町村の情報システムを集約する「共同クラウド化」の環境整備を進め

ることにより、ＩＣＴ費用の削減と平準化を実現するとともに、セキュリティ

水準の向上を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）埼玉県情報システム統合基盤の共同化 

    県のプライベートクラウド「埼玉県情報システム統合基盤」の規模を拡大 

  し、県内市町村が安全に共同利用するために必要な機能を追加する。 

（２）県域プライベートネットワークの整備 

    県及び県内市町村が安全かつ安定的に統合基盤にアクセスできるよう、広 

 帯域でセキュリティの高い「県域プライベートネットワーク」を新たに整備 

 する。 

 

３ 予算額 ８３，０００千円 

 

＜共同クラウド化のイメージ＞ 
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県有施設への公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備の推進  

 

             担当 情報システム課 企画・支援担当 

                       ネットワーク・セキュリティ担当 

                         内線 2269(企画・支援担当)2282(ネットワーク担当) 

１ 目 的 

  観光、防災及び施設利用者サービスの設置目的に応じて、県有施設へ公衆無 

 線ＬＡＮ（以下、県有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉという。）を一体的に整備する。県 

 有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉを単なる通信環境の提供のみならず、県からの情報発信 

 の手段として積極的に活用し、県民サービスの向上を図る。 

２ 事業内容 

  平成３１年度は、新たに県内１３か所の地方庁舎・合同庁舎及び嵐山郷等に

公衆Ｗｉ－Ｆｉを整備するとともに、平成３０年度に整備した５か所の安定運

用を図る。 

３ 予算額 ２８，９８３千円 

＜整備の考え方＞ 

 東京２０２０オリンピック・パラリンピック及びラグビーワールドカップ 

２０１９も視野に入れ、県有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備を段階的に推進する。 
 

＜公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備のイメージ＞ 
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市町村に対する総合的な支援の推進 
 

                 担当 地域政策課 地域振興担当 

                    市町村課  財政担当 

                 内線 2798(地域政策課) 2683（市町村課） 

１ 目 的 

  市町村の主体的な取組を促進するため、埼玉県ふるさと創造資金、埼玉県ふ

るさと創造貸付金、埼玉県分権推進交付金等による総合的な支援を行う。  
 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

３ 予算額 ８，２２４，７１３千円   

【社会基盤整備事業等への低利の資金貸付制度】 

【主体的・計画的な事業等への補助制度】 

・市町村による提案・実施事業 
   市町村の魅力ある地域づくりに対する補助（補助率：１／２など） 

・市町村と地域団体との協働事業 
   市町村と地域団体が連携協力して行うコミュニティ活動の拠点となる施設の整備に対す  

 る補助（補助率：１／２など） 

・一部新規 広域連携によるスマート自治体転換等支援事業 
  複数市町村の広域的な連携による市町村の効率的、効果的な行政運営に対する補助 
 （補助率：１／２など） 

・権限移譲特別推進事業 
  市町村への権限移譲を推進するためパッケージ方式などにより移譲事務の受け入れ準備 
 を行う市町村に対する補助 

・一部新規 移住トライアル事業 
 「埼玉版地域おこし協力隊」メニューを新設する。移住お試し住宅や移住サポート拠点
の整備等、移住を進める市町村に対する補助（補助率：３／４など） 

・超少子高齢化対策モデル支援事業 

  人口減少、超少子高齢社会の到来を見据えた先進的な取組に対する補助(補助率：２／３) 

・「ﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ 2019」「東京 2020 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ」ﾚｶﾞｼｰ創出事業 

  大会を契機とした地域活性化等の取組に対する補助（補助率：１／２） 

・県重点政策連動事業 
  県の主要な計画の推進に資する取組に対する補助（補助率：１／２など） 

・一部新規 公共交通バリアフリー化支援事業 
  公共交通のバリアフリー化に対する補助。鉄道駅に加え、新規にバスも対象とする。 

  （補助率：１／２など） 

・市町村緊急支援事業 
  災害、事件、事故等による緊急又は不測の事態に対応するための事業に対する補助 

  

   市町村の共通課題の解決に資する先導的な取組に対する補助（補助率：１／２） 

   

市町村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進補助金（２００万円） 

埼玉県ふるさと創造資金（１５億円） 

埼玉県ふるさと創造貸付金（６０億円） 

埼玉県分権推進交付金（７億２２７１．３万円） 

【市町村に権限移譲した事務の事務処理経費等への交付制度】 

【アセットマネジメントに係る補助制度】  

 
   


